
 

Ⅱ 結果の概要 
 

 

 

 １ 表章記号の規約 

計数のない場合                               － 

統計項目のあり得ない場合                          ・ 

計数不明又は計数を表章することが不適当な場合                … 

推計値、比率等で、丸めた結果が表章すべき最下位のけたの１に達しない場合  0, 0.0 

減少数（率）の場合                             △ 

  

２ 利用上の注意 

(1) 集計は、原審査分（請求時期が遅れたものを含む。）であり、過誤・再審査分は含まない。 

  請求時期が遅れたものの中には、廃止されたサービス種類も含む。 

(2) 数値はそれぞれの表章単位未満での四捨五入等のため、内訳の合計が総数に一致しない場合 

がある。 

(3) 総数には、月の途中で要支援から要介護に変更となった者、要介護から要支援になった者を 

含む。 

(4) 介護報酬改定の状況 

      ○ 実施時期   令和３年４月１日 

      ○ 改定率    ＋0.70％ 

※うち、新型コロナウイルス感染症に対応するための特例的な評価 0.05％（令和３年９月末までの間） 

 

 



 

 

  

 
結 果 の 概 要 

 
１ 受給者の状況 
（１） 年間受給者数 
令和３年５月審査分から令和４年４月審査分（以下「１年間」という。）における介護予防 

サービス及び介護サービスの年間累計受給者数をみると 64,830.0 千人となっており、そのう

ち介護予防サービス受給者数は 10,102.2 千人、介護サービス受給者数は 54,749.7 千人となっ

ている。 

また、年間実受給者数は、6,381.7 千人となっている。（表１、表２－１、表２－２） 

 
 

表１ 受給者数の年次推移 

 

注：１）「年間累計受給者数」は、各年度とも５月から翌年４月の各審査月の介護予防サービス又は介護サービス受給者数の合計である。 

２）「年間実受給者数」は、各年度とも４月から翌年３月の１年間において一度でも介護予防サービス又は介護サービスを受給したことのある者

の数であり、同一人が２回以上受給した場合は１人として計上している。ただし、当該期間中に被保険者番号の変更があった場合には、別

受給者として計上している。 

 

 

表２－１ サービス種類別にみた受給者数（介護予防サービス） 

 

注：１年間のうち介護予防サービスと介護サービスの両方を受けた者は、それぞれに計上される。 

１）「年間累計受給者数」は、各年度とも５月から翌年４月の各審査月の介護予防サービス受給者数の合計である。 

２）「年間実受給者数」は、各年度とも４月から翌年３月の１年間において一度でも介護予防サービスを受給したことのある者の数であり、同一人

が２回以上受給した場合は１人として計上している。ただし、当該期間中に被保険者番号の変更があった場合には、別受給者として計上して

いる。 

　　　　（単位：千人）

対前年度増減数 対前年度増減率

年間累計受給者数1)  60 709.4  62 038.6  63 163.5  64 830.0  1 666.5 2.6%

年間実受給者数2)  5 973.5  6 111.1  6 219.0  6 381.7 162.7 2.6%

平成30年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度

（単位：千人）

増減数 増減率 増減数 増減率

総  数 10 102.2 9 726.2   375.9    3.9%  1 144.3  1 099.5   44.8    4.1%

介護予防居宅サービス 9 903.4 9 520.4   383.0    4.0%  1 129.3  1 083.2   46.1    4.3%

訪問通所 9 200.7 8 817.5   383.1    4.3%  1 043.5   999.2   44.3    4.4%

介護予防訪問入浴介護  5.5  5.7 △  0.2 △  4.2%   1.3   1.3 △  0.0 △  0.7%

介護予防訪問看護 1 201.7 1 124.7   76.9    6.8%   159.7   151.0   8.8    5.8%

介護予防訪問リハビリテーション  295.7  267.3   28.4    10.6%   41.0   38.1   3.0    7.8%

介護予防通所リハビリテーション 2 091.9 2 056.8   35.0    1.7%   247.1   246.8   0.3    0.1%

介護予防福祉用具貸与 7 205.8 6 858.8   347.0    5.1%   817.8   773.4   44.3    5.7%

短期入所  100.0  102.8 △  2.9 △  2.8%   32.3   31.9   0.4    1.2%

介護予防短期入所生活介護  91.3  93.8 △  2.5 △  2.6%   29.2   28.7   0.5    1.7%

介護予防短期入所療養介護（老健）  8.4  8.9 △  0.4 △  4.6%   3.3   3.4 △  0.1 △  3.4%

介護予防短期入所療養介護（病院等）  0.2  0.2 △  0.0 △  12.9%   0.1   0.1 △  0.0 △  21.5%

介護予防短期入所療養介護（医療院）  0.1  0.1   0.0    32.8%   0.0   0.0   0.0    0.0%

介護予防居宅療養管理指導  797.3  758.6   38.7    5.1%   111.7   104.9   6.8    6.5%

介護予防特定施設入居者生活介護  396.3  407.6 △  11.2 △  2.7%   46.1   45.3   0.7    1.6%

介護予防支援 9 157.2 8 798.8   358.4    4.1%  1 051.8  1 009.5   42.4    4.2%

地域密着型介護予防サービス  164.4  166.5 △  2.0 △  1.2%   22.0   22.0   0.1    0.3%

介護予防認知症対応型通所介護  9.7  10.2 △  0.5 △  5.2%   1.5   1.6 △  0.1 △  5.7%

介護予防小規模多機能型居宅介護（短期利用以外）  140.0  141.9 △  1.9 △  1.3%   18.3   18.3 △  0.0 △  0.2%

介護予防小規模多機能型居宅介護（短期利用）  0.3  0.2   0.1    76.2%   0.2   0.1   0.1    82.5%

介護予防認知症対応型共同生活介護（短期利用以外）  14.5  14.3   0.2    1.7%   2.1   2.0   0.1    6.7%

介護予防認知症対応型共同生活介護（短期利用）  0.1  0.0   0.0    8.7%   0.0   0.0   0.0    34.8%

年間実受給者数
2)

令和３年度 令和２年度
対前年度

令和３年度 令和２年度
対前年度

年間累計受給者数
1)



 

 

  

 

表２－２ サービス種類別にみた受給者数（介護サービス） 

 
注：１年間のうち介護予防サービスと介護サービスの両方を受けた者は、それぞれに計上される。 

１）「年間累計受給者数」は、各年度とも５月から翌年４月の各審査月の介護サービス受給者数の合計である。 

２）「年間実受給者数」は、各年度とも４月から翌年３月の１年間において一度でも介護サービスを受給したことのある者の数であり、同一人が

２回以上受給した場合は１人として計上している。ただし、当該期間中に被保険者番号の変更があった場合には、別受給者として計上して

いる。 

 

  

（単位：千人）

増減数 増減率 増減数 増減率

総  数   54 749.7   53 458.4  1 291.3    2.4%  5 468.7   5 328.0   140.7    2.6%

居宅サービス   39 516.5   38 214.3  1 302.2    3.4%  4 201.6   4 062.7   138.8    3.4%

訪問通所   33 384.5   32 323.9  1 060.5    3.3%  3 651.8   3 530.5   121.4    3.4%

訪問介護   12 735.0   12 334.4   400.6    3.2%  1 530.2   1 477.3   52.9    3.6%

訪問入浴介護    830.0    797.9   32.1    4.0%   141.8    135.4   6.4    4.7%

訪問看護   6 907.7   6 330.8   576.9    9.1%   874.4    810.6   63.8    7.9%

訪問リハビリテーション   1 325.9   1 228.5   97.3    7.9%   176.1    166.9   9.2    5.5%

通所介護   13 700.2   13 562.3   137.9    1.0%  1 584.8   1 572.6   12.2    0.8%

通所リハビリテーション   4 987.0   4 991.5 △  4.5 △  0.1%   587.5    595.7 △  8.1 △  1.4%

福祉用具貸与   23 453.7   22 425.9  1 027.8    4.6%  2 710.1   2 578.1   132.0    5.1%

短期入所   3 877.4   3 884.9 △  7.5 △  0.2%   736.3    725.1   11.2    1.5%

短期入所生活介護   3 441.3   3 452.2 △  10.9 △  0.3%   639.0    628.8   10.2    1.6%

短期入所療養介護（老健）    448.9    445.4   3.6    0.8%   118.4    116.8   1.5    1.3%

短期入所療養介護（病院等）    10.3    11.6 △  1.4 △  11.7%   2.3    2.7 △  0.4 △  13.7%

短期入所療養介護（医療院）    3.2    3.3 △  0.1 △  2.4%   0.9    0.8   0.0    2.0%

居宅療養管理指導   11 032.9   10 189.3   843.6    8.3%  1 314.3   1 218.2   96.1    7.9%

特定施設入居者生活介護（短期利用以外）   2 712.2   2 655.9   56.3    2.1%   298.4    287.6   10.8    3.8%

特定施設入居者生活介護（短期利用）    7.0    5.5   1.5    27.2%   2.8    2.2   0.7    30.6%

居宅介護支援   34 129.7   33 268.5   861.2    2.6%  3 790.9   3 674.4   116.5    3.2%

地域密着型サービス   10 751.7   10 538.2   213.5    2.0%  1 213.4   1 187.6   25.9    2.2%

定期巡回・随時対応型訪問介護看護    404.8    371.9   33.0    8.9%   51.5    47.7   3.8    8.0%

夜間対応型訪問介護    88.5    95.9 △  7.4 △  7.7%   12.6    12.4   0.3    2.1%

地域密着型通所介護   4 892.3   4 779.0   113.3    2.4%   587.1    577.1   10.0    1.7%

認知症対応型通所介護    610.0    621.3 △  11.3 △  1.8%   75.2    76.7 △  1.5 △  2.0%

小規模多機能型居宅介護（短期利用以外）   1 242.9   1 226.0   16.9    1.4%   147.0    144.6   2.4    1.7%

小規模多機能型居宅介護（短期利用）    4.8    3.3   1.5    45.3%   2.4    1.7   0.7    40.7%

認知症対応型共同生活介護（短期利用以外）   2 550.7   2 523.6   27.1    1.1%   265.1    260.6   4.6    1.7%

認知症対応型共同生活介護（短期利用）    4.8    4.2   0.7    15.9%   2.2    1.9   0.3    16.5%

地域密着型特定施設入居者生活介護（短期利用以外）    98.2    97.6   0.6    0.6%   10.8    10.6   0.2    1.7%

地域密着型特定施設入居者生活介護（短期利用）    0.2    0.2 △  0.0 △  3.0%   0.1    0.1   0.0    18.7%

地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護    761.3    744.0   17.3    2.3%   81.7    79.3   2.4    3.1%

複合型サービス（看護小規模多機能型居宅介護・短期利用以外）    204.6    178.0   26.6    14.9%   27.6    23.8   3.8    16.1%

複合型サービス（看護小規模多機能型居宅介護・短期利用）    2.6    1.8   0.8    42.9%   1.4    1.0   0.4    36.1%

施設サービス   11 642.1   11 600.3   41.7    0.4%  1 308.5   1 291.9   16.6    1.3%

介護福祉施設サービス   6 826.9   6 734.3   92.6    1.4%   724.2    707.8   16.4    2.3%

介護保健施設サービス   4 241.9   4 286.2 △  44.4 △  1.0%   552.1    551.2   0.9    0.2%

介護療養施設サービス    151.1    213.9 △  62.8 △  29.4%   22.5    29.6 △  7.1 △  24.0%

介護医療院サービス    458.8    402.9   55.9    13.9%   61.3    53.7   7.6    14.2%

年間累計受給者数
1)

年間実受給者数
2)

令和２年度
対前年度

令和３年度 令和２年度
対前年度

令和３年度



 

 

  

（２） 要介護(要支援)状態区分の変化 
令和３年５月審査分における受給者のうち、令和３年４月から令和４年３月の各サービス提

供月について１年間継続して介護予防サービス又は介護サービスを受給した者（以下「年間継

続受給者」という。）は、3,937.2 千人となっている（表３）。 

年間継続受給者の要介護(要支援)状態区分を令和３年４月と令和４年３月で比較すると、要

介護（要支援）状態区分の変化がない「維持」の割合が、「要支援１」～「要介護４」でおよそ

８割、「要介護５」でおよそ９割となっている（表３、図１）。 
 
          表３ 要介護(要支援)状態区分別にみた年間継続受給者数の変化別割合 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図１ 要介護(要支援)状態区分別にみた年間継続受給者数の変化別割合 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

(単位：％）

(100.0) 100.0  5.5  9.2  21.0  20.8  17.1  15.7  10.7  

令 (6.4) 100.0  77.0  11.0  7.8  2.5  0.9  0.6  0.2  

和 (9.9) 100.0  3.9  79.3  8.5  5.3  1.7  1.0  0.3  

３ (23.4) 100.0  0.5  1.3  77.8  11.8  5.3  2.5  0.7  

年 (21.0) 100.0  0.2  0.8  4.5  77.2  10.5  5.1  1.7  

４ (16.3) 100.0  0.1  0.4  1.8  4.3  77.5  11.0  4.9  

月 (14.2) 100.0  0.1  0.3  1.2  2.3  4.8  81.8  9.5  

(8.7) 100.0  0.1  0.1  0.4  0.8  1.5  5.4  91.7  
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（３） 性・年齢階級別にみた受給者の状況 
令和４年４月審査分においては、認定者数7,147.0 千人、受給者数5,404.8 千人となっており、

受給者数を性別にみると、男1,663.5 千人（30.8％）、女3,741.4 千人（69.2％） となっている。

また、認定者数に占める受給者数の割合をみると、男72.2％、女77.3％となっている。（表４） 

65歳以上の各年齢階級別人口に占める受給者数の割合（令和３年11月審査分）を男女別にみる

と、「75～79歳」以降の全ての階級において、女の受給者数の割合が男を上回っている（図２）。 

 
表４ 性別にみた認定者数・受給者数及び認定者数に占める受給者数の割合 

 

 
 
 

図２ 65 歳以上における性・年齢階級別にみた受給者数及び人口に占める受給者数の割合 
 

 
 
 
 
 
 
 
 

各年４月審査分

令和４年 令和３年 令和４年 令和３年 令和４年 令和３年 令和４年 令和３年

総　数 7 147.0 7 055.6 5 404.8 5 319.8 100.0 100.0 75.6 75.4

男 2 303.9 2 270.9 1 663.5 1 636.9 30.8 30.8 72.2 72.1

女 4 843.1 4 784.7 3 741.4 3 682.9 69.2 69.2 77.3 77.0

構成割合（％）
認定者数（千人）① 受給者数（千人）②

認定者数に占める受給者数の割合
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注：性・年齢階級別人口に占める受給者割合（％） ＝ 性・年齢階級別受給者数／性・年齢階級別人口×100
人口は、総務省統計局「人口推計令和３年10月１日現在(確定値）」の総人口を使用した。
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２ 受給者１人当たり費用額 
（１） サービス種類別にみた受給者 1人当たり費用額 
令和４年４月審査分の受給者 1人当たり費用額は 172.8 千円となっており、令和３年４月審

査分と比較すると 2.1 千円減少している。また、令和３年度の費用額累計は 11,029,131 百万円

となっており、令和２年度と比較すると 250,797 百万円増加している。（表５） 

サービス種類別に受給者１人当たり費用額をみると、介護予防サービスでは 27.8 千円、介護

サービスでは 199.6 千円となっている（表６－１、表６－２）。 
 
 

表５ 受給者１人当たり費用額及び費用額累計の年次推移 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

 

注：受給者１人当たり費用額＝ 費用額／受給者数 

費用額とは審査月に原審査で決定された額であり、保険給付額、公費負担額及び利用者負担額（公費の本人負担額を含む）の合計額であ

る。市区町村が直接支払う費用（償還払い）は含まない。 
 
 
表６－１ サービス種類別にみた受給者１人当たり費用額及び費用額累計（介護予防サービス） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

注：受給者１人当たり費用額 ＝ 費用額／受給者数 

費用額とは審査月に原審査で決定された額であり、保険給付額、公費負担額及び利用者負担額（公費の本人負担額を含む）の合計額であ

る。市区町村が直接支払う費用（償還払い）は含まない。 

  

増減額 増減率

総  数   27.8   28.4 △   0.6 △  2.1%  279 726

介護予防居宅サービス   22.5   23.2 △   0.7 △  2.9%  222 025

訪問通所   19.1   19.6 △   0.5 △  2.7%  174 811

介護予防訪問入浴介護   38.0   39.2 △   1.2 △  3.1%   211

介護予防訪問看護   32.6   35.2 △   2.6 △  7.5%  37 417

介護予防訪問リハビリテーション   33.7   36.0 △   2.2 △  6.2%  9 488

介護予防通所リハビリテーション   37.7   37.0   0.6    1.7%  79 093

介護予防福祉用具貸与   6.8   6.7   0.1    1.4%  48 595

短期入所   43.4   43.7 △   0.3 △  0.8%  4 279

介護予防短期入所生活介護   42.7   43.3 △   0.6 △  1.5%  3 859

介護予防短期入所療養介護（老健）   50.8   47.4   3.4    7.1%   408

介護予防短期入所療養介護（病院等）   49.0   53.4 △   4.4 △  8.2%   10

介護予防短期入所療養介護（医療院）   57.7   41.8   15.9    38.0%   3

介護予防居宅療養管理指導   11.7   11.7 △   0.0 △  0.1%  9 157

介護予防特定施設入居者生活介護   86.5   86.3   0.1    0.2%  33 778

介護予防支援   4.7   4.6   0.1    2.8%  43 035

地域密着型介護予防サービス   89.7   88.2   1.5    1.7%  14 667

介護予防認知症対応型通所介護   53.9   54.3 △   0.4 △  0.7%   497

介護予防小規模多機能型居宅介護（短期利用以外）   74.9   73.1   1.7    2.3%  10 499

介護予防小規模多機能型居宅介護（短期利用）   28.4   29.6 △   1.2 △  4.1%   8

介護予防認知症対応型共同生活介護（短期利用以外）   256.3   258.4 △   2.0 △  0.8%  3 660

介護予防認知症対応型共同生活介護（短期利用）   48.9   43.4   5.5    12.7%   3

令和4年

4月審査分

令和3年

4月審査分

受給者１人当たり費用額
(単位：千円） 令和3年度

費用額累計
(単位：百万円）対前年同月

対前年同月
増減額

対前年同月
増減率

受給者１人当たり費用額
（単位：千円）

170.6 170.0 172.6 174.9 172.8 △ 2.1 △ 1.2%

対前年度
増減額

対前年度
増減率

費用額累計
５月審査分～翌年４月審査分
（単位：百万円）

9 931 984 10 153 649 10 509 517 10 778 334 11 029 131  250 797 2.3%

平成30年
４月審査分

平成31年
４月審査分

令和２年
４月審査分

令和３年
４月審査分

令和４年
４月審査分

平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度



 

 

  

 

表６－２ サービス種類別にみた受給者１人当たり費用額及び費用額累計（介護サービス） 

 

 
 

注：受給者１人当たり費用額 ＝ 費用額／受給者数 

費用額とは審査月に原審査で決定された額であり、保険給付額、公費負担額及び利用者負担額（公費の本人負担額を含む）の合計額であ

る。市区町村が直接支払う費用（償還払い）は含まない。 
 

 

 

 

 

 

 

 

増減額 増減率

総  数   199.6   201.7 △   2.2 △  1.1% 10 749 404

居宅サービス   121.8   124.9 △   3.1 △  2.5% 4 740 654

訪問通所   107.3   110.4 △   3.1 △  2.8% 3 520 690

訪問介護   84.9   83.8   1.1    1.3% 1 056 219

訪問入浴介護   69.9   71.0 △   1.1 △  1.5%  57 398

訪問看護   50.5   51.2 △   0.8 △  1.5%  334 982

訪問リハビリテーション   41.3   42.1 △   0.8 △  1.9%  51 968

通所介護   95.3   99.4 △   4.1 △  4.1% 1 279 943

通所リハビリテーション   80.0   83.8 △   3.8 △  4.6%  389 552

福祉用具貸与   15.0   14.9   0.1    0.6%  350 628

短期入所   124.0   123.9   0.1    0.1%  469 542

短期入所生活介護   125.7   125.6   0.1    0.1%  421 633

短期入所療養介護（老健）   101.5   101.8 △   0.3 △  0.3%  46 159

短期入所療養介護（病院等）   141.6   144.8 △   3.2 △  2.2%  1 428

短期入所療養介護（医療院）   115.6   96.5   19.1    19.8%   322

居宅療養管理指導   13.4   13.4   0.0    0.3%  146 203

特定施設入居者生活介護（短期利用以外）   226.1   223.9   2.2    1.0%  603 686

特定施設入居者生活介護（短期利用）   84.1   80.4   3.7    4.7%   533

居宅介護支援   15.1   14.7   0.4    2.6%  514 629

地域密着型サービス   179.9   179.9   0.0    0.0% 1 898 795

定期巡回・随時対応型訪問介護看護   179.1   174.5   4.6    2.7%  72 234

夜間対応型訪問介護   42.1   39.5   2.6    6.6%  3 681

地域密着型通所介護   85.9   89.7 △   3.7 △  4.2%  410 524

認知症対応型通所介護   132.9   138.2 △   5.3 △  3.8%  79 601

小規模多機能型居宅介護（短期利用以外）   224.0   218.3   5.7    2.6%  277 785

小規模多機能型居宅介護（短期利用）   45.5   40.2   5.3    13.2%   206

  292.4   290.4   2.0    0.7%  733 610

認知症対応型共同生活介護（短期利用）   94.0   88.6   5.4    6.1%   420

  226.4   222.1   4.3    1.9%  21 844

  88.7   77.4   11.3    14.6%   16

地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護   320.7   316.0   4.7    1.5%  239 843

複合型サービス（看護小規模多機能型居宅介護・短期利用以外）   286.9   283.0   3.9    1.4%  58 912

複合型サービス（看護小規模多機能型居宅介護・短期利用）   50.0   45.6   4.4    9.8%   118

施設サービス   313.7   311.8   1.9    0.6% 3 595 326

介護福祉施設サービス   298.9   296.5   2.3    0.8% 2 007 919

介護保健施設サービス   322.9   319.1   3.8    1.2% 1 348 449

介護療養施設サービス   356.1   389.0 △   32.9 △  8.5%  54 237

介護医療院サービス   406.8   414.9 △   8.1 △  2.0%  184 721

令和4年
4月審査分

令和3年
4月審査分

対前年同月

受給者１人当たり費用額
(単位：千円）

地域密着型特定施設入居者生活介護（短期利用）

地域密着型特定施設入居者生活介護（短期利用以外）

令和3年度
費用額累計

(単位：百万円）

認知症対応型共同生活介護（短期利用以外）



 

 

  

（２） 都道府県別にみた受給者 1人当たり費用額 

令和４年４月審査分における受給者 1人当たり費用額を都道府県別にみると、介護予防サー

ビスは佐賀県が 37.5 千円と最も高く、次いで長崎県が 34.3 千円、鹿児島県が 32.2 千円とな

っている。介護サービスでは、鳥取県が 220.6 千円と最も高く、次いで石川県が 213.0 千円、

沖縄県が 212.6 千円となっている 。(図３) 

図３ 都道府県別にみたサービス体系別受給者 1人当たり費用額 

 
注：受給者１人当たり費用額 ＝ 費用額／受給者数 

費用額とは審査月に原審査で決定された額であり、保険給付額、公費負担額及び利用者負担額(公費の本人負担額を含む)の合計額であ

る。市区町村が直接支払う費用（償還払い）は含まない。 
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３ 居宅サービスの状況 
（１） 訪問介護 
令和４年４月審査分の訪問介護受給者について要介護状態区分別に訪問介護内容類型別の利

用割合をみると、要介護１では「生活援助」54.9％、要介護５では「身体介護」90.8％となっ

ており、要介護状態区分が高くなるに従って「身体介護」の利用割合が多くなり、「生活援助」

の利用割合は少なくなっている（図４）。 
 

 

図４ 要介護状態区分別にみた訪問介護内容類型別受給者数の利用割合 

 
（２） 通所介護・通所リハビリテーション 

令和４年４月審査分の通所介護と通所リハビリテーションの受給者について要介護状態区分

別の割合をみると、「要介護１」～「要介護３」の合計が全体の８割以上を占めている（表

７、図５）。 
 

表７ 通所介護－通所リハビリテーションの要介護状態区分別受給者数及び割合 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

図５ 通所介護－通所リハビリテーションの要介護状態区分別受給者数の割合 
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１）「身体介護・生活援助」とは、身体介護に引き続き生活援助を行った場合をいう。
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４ 地域密着型サービスの状況 
令和４年４月審査分における地域密着型（介護予防）サービス別の受給者について要介護（要支

援）状態区分別の割合をみると、地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護では、「要介護４」

「要介護５」の割合が多くなっている(図６)。 

図６ 地域密着型（介護予防）サービス別にみた要介護(要支援)状態区分別受給者数の割合 
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５ 施設サービスの状況 
令和４年４月審査分における施設サービス別の受給者について要介護状態区分別の割合をみる

と、介護福祉施設サービスでは「要介護３」～「要介護５」の割合が多く、介護保健施設サービ

スでは「要介護３」「要介護４」の割合が多い。介護療養施設サービス及び介護医療院サービスで

は「要介護４」「要介護５」の合計が全体の８割以上を占めている。（図７） 

また、令和４年４月審査分の施設サービス別に受給者１人当たり費用額をみると、いずれの施

設サービスも要介護状態区分が高くなるほど費用額も高くなっている（図８）。 

図７ 施設サービス別にみた要介護状態区分別受給者数の割合 

 
 

図８ 施設サービス別にみた要介護状態区分別受給者１人当たり費用額 
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